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１  計 画 策 定 の 趣 旨 と 概 要  

 
 

＜大 量生産・大 量消 費型社会 ＞  

○天 然資源の枯 渇 の懸念 

○地 球環境の危 機  

 
 
 
 
 
 

○リ デュ ース・ リユースの 推 進  

○天 然資 源の消 費抑制  

○環 境負 荷の低 減  

○「排出 者 責任」，「拡大生 産 者責任 」の考え 方 の登場  など

＜ 上流 対策＞  

○２Ｒエコタウンの構築  

○ ご み 減 量 推 進 会 議 の 取

組促進  

○環境教育の充実・環境学

習機会の拡大  

○グリーンページ（総合環

境情報誌）の作成  

○ 事 業 系 ご み に 関 す る 制

度 の 見 直 し と 管 理 指 導

体制の強化  

＜ 分別 ・リサ イクル 対策＞  

○缶・びん・ペットボトルの分別収

集のあり方の検討  

○ そ の 他 プ ラ ス チ ッ ク 製 容 器 包 装

分別収集の全市拡大  

○ 透 明 指 定 袋 制 の 導 入 に よ る 適 正

排出・分別排出の促進  

○ コミュニティ回収制度の普及・促進

○ 有害物・危険物の管理システムの検

討  

＜ 適正 処理対 策＞  

○ 廃 棄 物 管 理 シ ス テ ム の

整備計画の推進  

○ Ｌ Ｃ Ａ を 活 用 し た 廃 棄

物管理システムの選択  

○ 地 域 に お け る 環 境 学 習

の 場 と し て の 施 設 整 備

の推進  

○ バ イ オ マ ス 利 活 用 に 向

けた取組の推進  

 

○上流対策（リデュース・リユース）を重視  

 →市民・事業者の主体的活動によるごみの出ないまちづくりを目指す  

○ごみ減量に向けて，市民・事業者・行政それぞれの取組指標など多様な目標を設定。

○平成２７年度を目標年度とし，平成２２年度を中間目標年度として設定。  

 

施 策の ３本柱  

平 成 １ ５ 年 １ ２ 月 「 循環 型 社 会 推 進 基 本 計 画（ 京 の ご み 戦 略 ２ １ ）」 を 策 定  

 



 
 
 
 

(1)  物 質 循 環 フ ロ ー に 関 す る 目 標  

 
平 成 １ ２ 年 度  

平 成 ２ ２ 年 度  

（ 中 間 目 標 年 度 ）  

平 成 ２ ７ 年 度  

（ 目 標 年 度 ）  

資 源 生 産 性 （ 万 円 ／ ｔ ）  ４ ０ 万 円 ／ ｔ  ５ ３ 万 円 ／ ｔ  ６ ０ 万 円 ／ ｔ  

  ※ ５ 年 ご と に 進 捗 状 況 を 確 認 す る た め ， 平 成 １ ７ 年 度 実 績 に つ い て は 平 成 １ ９ 年 度 以 降 に 算 定 す る 予 定  

 
 
(2)  ご み の 発 生 か ら 処 理 ま で の 目 標 及 び 進 捗 状 況  

 平 成 １ ３ 年 度  

（ 基 準 年 度 ）  

平 成 １ ７ 年 度  

（ 最 新 実 績 ）  

平 成 ２ ２ 年 度  

（ 中 間 目 標 年 度 ）  

平 成 ２ ７ 年 度  

（ 目 標 年 度 ）  

ごみの総排出量 

削減率 
８ ５ ８ ，２ ５ ７ ｔ

５ ． ９ ％ 削 減

（８０７，９１７ｔ）

５ ． ５ ％ 削 減

（８１０，７００ｔ）

６ ． ４ ％ 削 減

（８０３，５００ｔ）

再 生 利 用 率 ※ １  １ １ ％ １ ４ ％ ２ ５ ％ ２ ７ ％

再 生 利 用 率 ※ ２   2 .2 ％ 3 .9 ％ ― ―

処理処分量削減率
７ ６ ３ ，２ ４ ７ ｔ

１ ３ ％ 削 減

（６６４，３５３ｔ）

２ ２ ％ 削 減

（５９８，０００ｔ）

２ ５ ％ 削 減

（５７４，４００ｔ）

最終処分量削減率
１ ５ ５ ，６ ４ ４ ｔ

２ １ ％ 削 減

（１２２，８４６ｔ）

６ ７ ％ 削 減

（５１，６００ｔ）

６ ９ ％ 削 減

（４９，１００ｔ）

※ １  再 生 利 用 量 ＝ 市 に よ る 再 生 利 用 量 ＋ 集 団 回 収 な ど 市 民 ・ 事 業 者 に よ る 再 生 利 用 量  

   な お ， ち り 紙 交 換 の 量 は 把 握 が 困 難 な こ と か ら 再 生 利 用 率 に は 含 ま れ て い な い が ， 古 紙 回 収 業 者 に

よ る 再 資 源 化 量 の 推 定 値 を 加 え る と 再 生 利 用 率 は 約 ２ 倍 に な る 。  

※ ２  再 生 利 用 量 ＝ 市 に よ る 再 生 利 用 量  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  数 値 目 標 と そ の 進 捗 状 況 （ 課 題 ）  

＜ ま と め ＞  

○ 総 排 出 量 削 減 率  ： 中 間 目 標 値 を 達 成 し て い る こ と か ら も 市 民 ・ 事 業 者 に よ る 自 主 的 な ご み の 発

生 抑 制 等 の 取 組 が 少 し ず つ 浸 透 し て き て い る 。  

          な お ，平 成 1 8 年 1 0 月 か ら 実 施 し て い る 家 庭 ご み 有 料 指 定 袋 制 に よ り さ ら

な る ご み の 総 排 出 量 の 削 減 が 見 込 ま れ る 。  

 

○ 再 生 利 用 率    ：    

○ 処 理 処 分 量 削 減 率 ：    

○ 最 終 処 分 量 削 減 率 ：   

 

着 実 に 向 上 し て お り ， 今 後 は  

○ プ ラ ス チ ッ ク 製 容 器 包 装 分 別 収 集 の 全 市 拡 大 （ 平 成 1 9 年 1 0 月 ～ ）

○ 家 庭 ご み 有 料 指 定 袋 制 の 継 続 及 び 有 料 化 財 源 を 活 用 し た 市 民 の ご み

減 量 ，分 別・リ サ イ ク ル を 促 進 す る 施 策 の 実 施（ 平 成 １ ８ 年 １ ０ 月 ～ ）

○ 事 業 系 ご み の 減 量 ， リ サ イ ク ル 施 策 の 促 進  

に 取 り 組 む こ と に よ り 目 標 達 成 を 目 指 す 。  



【数値目標に関連するごみ量の推移】 
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【参考１】京都市におけるごみ処理フロー（平成17年度，ごみ１ｔ当たりの処理経費は平成16年度） 

総排出量 処理処分量 最終処分量

定期収集ごみ

278,665t 不燃ごみ 最終処分

23,530t 122,846t

資源収集ごみ

19,447t （38,689円/t)

市収集 可燃ごみ 焼却灰

大型ごみ 306,809t 642,320t （残灰率

6,174t （38,102円/t)

破砕ごみ

その他ごみ 61,714t

2,523t 業者収集ごみ

254,398t 小型金属

79t

持込ごみ

130,129t 資源回収

25,407t

再生利用量

・建設廃材

建設廃材リサイクル 　リサイクル量

　を含めない場合

潜

　

在

　

的

　

家

　

庭

　

系

　

ご

　

み

・パソコン

(資源有効利用促進法）

640,823t

60,217t

24,242t

総受入量

691,336t

民間による資源回収

(集団回収など）

（28,352円/t)

破砕後焼却

破砕

潜

在

的

事

業

系

ご

み 55,253t

民間による資源回収

(大規模事業所など）

37,086t

使用済み製品等の

逆流通ルート回収
・家電4品目

(家電リサイクル法）

鉄分回収

61,763t

焼却

民間による

資源回収量
79,495t

（20,543円/t)

99,316t

15％)

1,576t

市による資源回収

26,983t

 

 

 



【参考２】平成１８年１０月から実施している家庭ごみ有料指定袋制によるごみ減量効果について 

 平成１７年度１０～３月 平成１８年度１０～３月 対前年度比 

家庭ごみ １３６，４６１ｔ １１６，４９１ｔ
△１４．６％

（△１９，９７０ｔ）

資源ごみ 

（缶・びん・ペットボトル）
８，４３８ｔ ６，６８５ｔ

△２０．８％

（△１，７５３ｔ）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○有料化後の市民の３Ｒを中心とする行動の変化（割合が増加している主な例） 

  ・ごみ減量やリサイクルの取組に非常に関心がある。 

・使い捨てでない買い物袋を持っている。（レジ袋をもらわない。） 

・簡易な包装を依頼する。 

・食事を作りすぎないようにしたり，生ごみを少なくなる料理方法を心がけている。 

・資源ごみをきちんと分別する。店頭回収に出す。 

○有料化財源を活用した市民のごみ減量，分別・リサイクルを促進する施策の実施（平成 18 年 10 月～）

 ・総合環境情報誌「京のごみ減量事典」の作成・全世帯への配布 

・コミュニティ回収登録団体への定額による助成制度の導入 

 ・電動式生ごみ処理機・生ごみコンポスト容器の購入助成制度の実施 

 ・蛍光管の拠点回収制度の創設  など 



(3) 市民・事業者及び市の取組に関する目標及び進捗状況 

 
 
 
 
○環境に配慮した生活様式・事業活動への変革 

指標 単位 
進捗

状況

平成 13 年度

（基準年度）
最新実績 

平成 22 年度 

（中間目標年度）

環境学習機会の拡大 ごみ減量に関する学習講座
等への参加者数 ◎ 1,500 人 

19,784 人 

（17 年度）
20,000 人 

環境家計簿の普及拡大 通算利用世帯数 
◎ 1,619 世帯 

8,120 世帯 

（17 年度）
6,000 世帯 

KES 認証取得事業

所の拡大 

市内の所得事業所数 
○ 45 事業所 

264 事業所 

（17 年度）
850 事業所 

フリーマーケット・リ
サイクルショップの
利用拡大 

利用世帯数 
△ 

３万世帯 

（15 年度）

２万世帯 

（18 年度）
11 万世帯 

レンタル利用世帯数 
△ 

３万世帯 

（15 年度）

３万世帯 

（18 年度）
７万世帯 リース・レンタル商

品や修理システムの
利用拡大 修理システム利用世帯数 

△ 
15 万世帯 

（15 年度）

１０万世帯 

（18 年度）
21 万世帯 

事業所でのグリーン

購入 
購入基準を設定している事

業所数の割合 
△ 

５％ 

（15 年度）

４％ 

（18 年度）
１７％ 

循環型社会ビジネス

の規模の拡大 

市場規模 
△ 

1,700 億円 

（12 年度）

1,200 億円 

（16 年度）

今後さらに向

上 

 

図中の記号について・・・◎：目標ペースどおり，または上回るペースで推移 

○：目標ペースを下回るが，目標に近づく方向で推移 

△：◎，○以外の推移 



○ごみ減量化への取組

６０％
５７％

（18年度）
５０％

（15年度）
◎

分別排出実施率事業所でのごみ分別の
徹底

1,500拠点
1,013拠点
（18年度）

693拠点○
回収拠点数廃食用油の回収促進

４１％
４２％

（18年度）
３５％

（15年度）
◎

参加率拠点回収の促進

４1％
４３％

（17年度）
３５％◎

家庭系古紙の分別協力率集団回収の促進

４1％
３７％

（17年度）
３５％○

事業系古紙の分別協力率事業所での紙類の再資
源化促進

３７％
２７％

（18年度）
２５％

（15年度）
○

発生抑制をいつも実行して
いる事業所の割合

事業所での紙類の排出
削減

７０％以上に
向上

６６％
（17年度）

６０％○
分別収集への協力率缶・びん・ペットボト

ル分別の徹底

２１％
１０％

（18年度）
１５％△

商品選択率リターナブル容器の普
及

13年度から
25％削減

46%削減
（17年度）

１.2千トン◎
市収集への排出量削減率トレイの排出削減

13年度から
10％削減

2%増加
（17年度）

５千トン△
市収集への排出量削減率スーパーの手提げ袋の

排出削減

13年度から
50％削減

38%削減
（17年度）

56千トン◎
事業所の排出量削減率

13年度から
11%削減

6%増加
（17年度）

97千トン△
市収集への排出量削減率

食べ残し・調理くずの
排出削減

13年度から
48％削減

52%削減
（17年度）

13千トン◎
事業所の排出量削減率

13年度から
12％削減

24%削減
（17年度）

17千トン◎
市収集への排出量削減率

手付かず食品の排出削
減

平成22年度
（中間目標年度）

最新実績
平成13年度
（基準年度）

進捗
状況

単位
指標



○ ご み の 適 正 処 理  

指 標  単 位  
進捗

状況

平 成 1 3 年 度

（ 基 準 年 度 ）
最 新 実 績  

平 成 2 2 年 度  

（中間目標年度）

地 球 温 暖 化 防 止  温 室 効 果 ガ ス 削 減 率  
◎  

2 0 .6 万  

t-Ｃ Ｏ 2/年  
1 3 % 削 減  

（ 1 7 年 度 ）

1 3 年 度 か ら  

2 1 ％ 削 減  

ご み 処 理 時 に 発 生 す
る ダ イ オ キ シ ン 類 の
抑 制  

削 減 率  
◎  

1 4 .8  

g -T E Q /年  
８ ７ ％ 削 減  

（ 1 7 年 度 ）

1 3 年 度 か ら  

9 5 ％ 削 減  

H g (水 銀 )削 減 率  
◎  0 .0 4 ｔ /年  

５ ８ ％ 削 減  

（ 1 7 年 度 ）

1 3 年 度 か ら  
4 0 % 削 減  

C d (カ ド ミ ウ ム )削 減 率  
◎  0 .0 2 ｔ /年  

３ ５ ％ 削 減  

（ 1 7 年 度 ）

1 3 年 度 か ら  

4 5 ％ 削 減  

P b (鉛 )削 減 率  
○  1 .3 0 ｔ /年  

４ ５ ％ 削 減  

（ 1 7 年 度 ）

1 3 年 度 か ら  

9 0 ％ 削 減  

ご み 中 に 含 ま れ る 重

金 属 類 の 排 出 抑 制 等

Z n （ 亜 鉛 ） 削 減 率  
◎  1 .1 0 ｔ /年  

３ ６ ％ 削 減  

（ 1 7 年 度 ）

1 3 年 度 か ら  

5 5 ％ 削 減  

 
○ ま ち の 美 化 の 推 進  

指 標  単 位  
進捗

状況

平 成 1 3 年 度

（ 基 準 年 度 ）
最 新 実 績  

平 成 2 2 年 度  

（中間目標年度）

ま ち の 美 化 の 推 進  入 洛 客 満 足 度  △  
６ ０ ％  

（ 1 3 年 度 ）
５ ３ ％  

（ 1 8 年 度 ）

ほとんどの人が

「満足」と回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜ ま と め ＞  

（ 目 標 ど お り 進 捗 し て い る 項 目 ）  

○ ２ Ｒ の 取 組 の 中 で も 環 境 学 習 機 会 の 拡 大 ，環 境 家 計 簿 の 普 及 拡 大 ，手 付 か ず 食 品 ・ ト レ イ の 排 出 削 減

に 関 す る 取 組 に つ い て は 目 標 を 上 回 る ペ ー ス で 進 捗 し て い る 。  

○ 集 団 回 収 ， 拠 点 回 収 の 促 進 に つ い て は 目 標 を 上 回 る ペ ー ス で 進 捗 し て い る 。  

○ ご み の 適 正 処 理 に 関 す る 取 組 に つ い て は 概 ね 目 標 ペ ー ス ど お り に 進 捗 し て い る 。  

 

（ 目 標 ど お り 進 捗 し て い な い 項 目 ）  

○ 食 べ 残 し ・ 調 理 く ず の 排 出 削 減 （ 家 庭 系 ）， ス ー パ ー の 手 提 げ 袋 の 排 出 削 減 ， リ タ ー ナ ブ ル 容 器 の 普

及 ，リ ー ス ・ レ ン タ ル 商 品 や 修 理 シ ス テ ム の 利 用 拡 大 な ど の ２ Ｒ に 関 す る 取 組 の 中 で 遅 れ て い る 項 目

が 多 い 。  

○ 事 業 者 で の グ リ ー ン 購 入 の 促 進 ，事 業 所 で の 紙 類 の 排 出 削 減 ・ 再 資 源 化 な ど の 事 業 系 ご み に 関 す る 取

組 も 遅 れ て い る 。  

○ ま ち の 美 化 の 推 進 に つ い て も 取 組 が 遅 れ て い る 。  



 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  今 後 の 方 向 性  

 
 
 
 ○ 上流対策（２Ｒへの取組促進） 

・ ご み 減 量 ア ド バ イ ザ ー の 配 置 （ 各 ま ち 美 化 事 務 所 ）  

・ 小 ・ 中 学 生 の 環 境 体 験 学 習 プ ロ グ ラ ム の 実 施  

・ ご み 減 量 推 進 会 議 の 中 で ２ Ｒ エ コ タ ウ ン の 構 築 の 検 討 ，リ ユ ー ス ・ リ ペ ア 情 報 窓 口 の 開 設 ，レ ジ

袋 削 減 に 関 す る 取 組 （「 マ イ バ ッ グ 等 の 持 参 促 進 及 び レ ジ 袋 削 減 に 関 す る 協 定 」） な ど の 実 施  

・ リ タ ー ナ ブ ル び ん の 拠 点 回 収 の 拡 充  な ど  

 
○ 分 別 ・ リ サ イ ク ル 対 策  

・ プ ラ ス チ ッ ク 製 容 器 包 装 の 分 別 収 集 の 全 市 拡 大  

・ コ ミ ュ ニ テ ィ 回 収 制 度 の 拡 充  

・ ス プ レ ー 缶 の 分 別 収 集 の 実 施  

・ 廃 食 用 油 の 回 収 拠 点 の 拡 大    な ど  

 

有料化財源を活用した市民のごみ減量，分別・リサイクルを促進する施策 

事 業 系 ご み の 減 量 ， リ サ イ ク ル を 促 進 す る 施 策  

○ 排 出 事 業 者 の ご み 減 量 に 向 け た 効 果 的 な イ ン セ ン テ ィ ブ の あ り 方  

・ 適 正 排 出 の 促 進 ， 料 金 徴 収 手 段 の 両 側 面 か ら の 指 定 袋 制 導 入 の 検 討  

・ 減 量 計 画 書 の 評 価 の 事 業 者 へ の フ ィ ー ド バ ッ ク の 検 討   な ど  

○ 事 業 系 ご み の 市 施 設 で の 受 入 の あ り 方     

・ 再 資 源 化 可 能 な ご み の 受 入 停 止 の 継 続 必 要 性 の 検 討  

・ 民 間 に よ る 再 資 源 化 受 け 皿 整 備 の 支 援 ・ 促 進  

・ 市 関 与 に よ る 事 業 系 厨 芥 類 再 資 源 化 施 設 整 備 の 検 討    な ど  

国 ・ 事 業 者 へ の 要 望  

＜ 拡 大 生 産 者 責 任 の 徹 底 ， ２ Ｒ に 重 点 を 置 い た 社 会 の 構 築 ＞  

○ 国 が 主 導 と な っ た 国 民 （ 市 民 ） へ の ２ Ｒ へ の 取 組 の さ ら な る 積 極 的 な 普 及 啓 発  

○ リ タ ー ナ ブ ル 容 器 の 普 及 拡 大 ， 事 業 者 に よ る 回 収 シ ス テ ム の 構 築  

○ デ ポ ジ ッ ト 制 度 を は じ め と し た 事 業 者 が 飲 料 容 器 等 を 店 頭 で 回 収 す る シ ス テ ム の 構 築  

○ 事 業 者 に よ る 修 理 ・ 修 繕 体 制 の 充 実  


